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 2） 15 歳～ 64 歳人口を指す。
 3） 一例として，若年者を対象とした就業支援機関であるジョブカフェが全国に設






















　平成 24 年 6 月 1 日現在の身体障害者，知的障害者，精神障害者の雇用状
況は，以下のようになっている 1）。
　　＜民間企業＞
　　　・雇用障害者数は 38万 2,363.5 人と前年より 4.4％（16,164.5 人）増加。
　　　 ・法定雇用率1.8％に対し，実雇用率は1.69％（前年比 0.04ポイント上
̶  72  ̶
障害者雇用と教育訓練（熊迫）
昇）。
　　　・法定雇用率達成企業の割合は 46.8％（前年比 1.5 ポイント上昇）
　　＜公的機関＞
　　　 ・国 ：雇用障害者数 7,105.0 人，法定雇用率 2.1％に対して実雇用率
2.31％
　　　 ・都道府県：雇用障害者数 7,882.0 人，法定雇用率 2.1％に対して実雇
用率 2.43％
　　　 ・市町村：雇用障害者数 2万 3,730.5 人，法定雇用率 2.1％に対して実
雇用率 2.25％











 1） 平成 24 年 11 月 14 日付け厚生労働省プレスリリース「平成 24 年障害者雇用状
況の集計結果」による。








意図から，障害者雇用率ランキング 100 位迄の企業 104 社と，厚生労働省の






平成 22 年 3 月 31 日以降は，更新されていない。
　調査方法は，郵送によりアンケート調査票を送付し，返答は FAXによっ
て受け付ける方式をとった。なお，実施時期は平成 25 年 3 月である。
　回答数は 25 通であったことから，有効回答率は 15.6％になっている。
○回答企業

















































































































































 1） 2 変数に差がないという帰無仮説が棄却されなかったということを，2変数に
差がないと積極的に解釈することには批判もありうる。
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材と認知され，押し付けではない雇用につながる。そのため，障害者に対す
る教育訓練の重要性は高いと思われるのだが，障害種別によってかなり事情
が異なることが明らかになった。特に知的障害は，企業内教育訓練が働きぶ
りの評価の向上に結び付いていない。現状では，知的障害者の職業能力向上
に資するような教育訓練の実現には苦戦しており，企業も教育訓練の実施に
消極的なようである。障害の種別に応じた職業能力向上のための施策の更な
る充実が求められよう。
参考文献
狩俣正雄（2012），『障害者雇用と企業経営』，明石書店
工藤　正（2008），「障害者雇用の現状と就業支援」，『日本労働研究雑誌』No. 578/
September
熊迫真一（2012），「障害者雇用の現状と課題」，『政経論叢』No. 162
手塚直樹（2000），『日本の障害者雇用』，光生館
内閣府（2012），『平成 24 年版障害者白書』，佐伯印刷
中島隆信（2011），『障害者の経済学（増補改訂版）』，東洋経済新報社
